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日本の国策

ナノテクノロジー・材料科学技
術を最大限利用して、環境・エネ
ルギー問題を解決すること
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産官学それぞれの研究開発ミッションと役割

１．大学： 教育と基礎研究、これらを通した
社会貢献

２．企業： 製品開発などの応用研究

３．官（独立行政法人を含む）： 基礎から応
用展開へのトランスレーショナルリサーチ



多様性と集中の戦略： 学の立場から

１．多様なナノ研究推進のあり方
産官学連携しての研究開発推進のためには“ＣＯＥとネットワーク”の必

要あり
科研費などの基盤経費、戦略的な集中投資、世界的なナノテク拠点の形
成、産業化拠点の存在とそれらの協調

２．グリーン・ナノテクの重要性と方向性の明確化
日本の強いナノテクノロジーを環境エネルギー問題の解決に用いて世界
をリードするというメッセージを明確に産学官で共有し、戦略的な共同推進
体制を組むこと

３．ナノバイオとナノエ レクトロニクス領域

ナノバイオなどの多様性を必要とする領域では、特徴ある分散拠点が必
要。 同時に、ナノエレクトロニクスなど明確な競争目標を持つ分野では、世
界に冠たる集中拠点（ナノテク・アリーナ）の存在が重要。 技術分野に即
した拠点形成と産学官連携体制の構築



ナノテク関係の主な国際研究拠点

米国
DOE 5つのナノテクセンター
(SNL, ANL, BNL, LANL, ONL)

ALBANY 2,200人規模
NNIN 利用者2,000人規模
（National Nanotechnology Infrastructure 
Network)

13大学を中心とするナノテク共用施設

ベルギー IMEC
1,600人規模

フランス MINATEC
4,000人規模

ドイツ CCN など

シンガポール
フュージョノポリス 800
人
2011年に2,400人規模
へ

韓国 KANC・NNFC
中国 国家ナノ科学技術セン
ター



日本のナノテク基盤：ナノネット ： 13拠点

サイエンスイノベーション
ビジネスイノベーション
システムイノベーション

④人材育成

①ナノテク推進

⑤社会貢献

②新産業創造 ③現産業強化
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日本のナノテク政策における“ナノテク・
アリーナ つくば”の戦略的重要性

新デバイス・新材料評価・試作ファウンド
リーの充実により、ナノエレクトロニクス領域
のイノベーションと産業化において世界の中
心となる



グリーンナノテクノロジーの強化に向けた取組み

世界に先駆けたグリーンナノ分野での共用施設の整備

提案：グリーンナノネットワークの構築
研究成果、環境・エネルギー産業への展開
人材育成（グリーン・ナノ教育）
社会の応援と理解増進
グローバルな貢献

ナノテクノロジー・ネットワークとナノテクアリー
ナの活用（産官学）

オールジャパンのグリーンナノテク研究推進のため、
枠にとらわれない産官学の連携


